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郵政民営化に関する有識者会議の開催について 

 

                       平 成 １ ６ 年 ４ 月 ２ ６ 日 

                       内閣官房郵政民営化準備室 

 

１ 趣旨 

経済財政諮問会議の審議を踏まえ、郵政民営化の具体案及び必要な法案の作成業

務等を行うに当たり、有識者の参集を求め、助言及び指導を受けるため、「郵政民

営化に関する有識者会議」（以下「会議」という。）を開催する。 

 

２ 構成及び運営 

(1) 会議は、別紙の学識経験者等有識者により構成する。 

(2) 会議は、必要に応じ、関係者の出席を求め、意見を聴取することができる。 

 (3) 会議は、定期的に開催するものとする。ただし、必要がある場合は、臨時に

開催するものとする。 

 

３ 庶務 

  会議の庶務は、内閣官房（郵政民営化準備室）において処理する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  



（別紙） 

◎郵政民営化に関する有識者会議メンバー 

 

 

   伊藤元重  東京大学教授 

 

   宇田左近  マッキンゼー・アンド・カンパニー・プリンシパル 

 

   翁 百合  日本総合研究所調査部主席研究員 

 

   奥山章雄  日本公認会計士協会会長 

 

   宮脇 淳  北海道大学教授 

 

   吉野直行  慶應義塾大学教授 



経済財政諮問会議の検討状況 

 

【平成１５年】 

第２０回経済財政諮問会議  ・小泉総理より、郵政民営化の議論を経済財政諮問会議で

行うこと及びそのとりまとめを竹中経済財政政策担当

大臣が担当することを指示。 

 

第２１回経済財政諮問会議  ・田中直毅氏から「郵政三事業の在り方について考える懇

談会」報告書の趣旨等について説明 

              ・竹中経済財政政策担当大臣から、郵政民営化の検討に当

たってのポイントについて説明 

              ・麻生総務大臣から、郵政事業の現状等について説明 

 

第２３回経済財政諮問会議  ・竹中経済財政政策担当大臣から、主要な論点項目ついて

説明 

 

第２９回経済財政諮問会議  ・竹中経済財政政策担当大臣から、年明けから諮問会議に

おいて種々の論点について議論を進める旨を報告 

 

【平成１６年】 

第 ３回経済財政諮問会議  ・生田正治日本郵政公社総裁及び田中直毅氏から、郵政事

業の実情等について説明 

 

（平成１５年９月２６日） 

（平成１５年１０月３日） 

（平成１５年１１月１８日） 

（平成１５年１２月１９日） 

（平成１６年２月１７日） 



【平成１６年】 

第 ５回経済財政諮問会議  ・「窓口ネットワークの機能」及び「郵便事業の機能」に

ついて議論 

 

第 ６回経済財政諮問会議  ・「郵便貯金事業の機能」及び「簡易保険事業の機能」に

ついて議論 

 

第 ７回経済財政諮問会議  ・竹中経済財政政策担当大臣から、「郵政民営化に関する

論点整理（素案）」の提示 

 

第 ８回経済財政諮問会議  ・竹中経済財政政策担当大臣から、「郵政民営化に関する

論点整理（案）」の提示 

 

第 ９回経済財政諮問会議  ・「郵政民営化に関する論点整理」を了承 

 

 

（平成１６年３月１１日） 

（平成１６年３月２３日） 

（平成１６年４月７日） 

（平成１６年４月２１日） 

（平成１６年４月２６日） 



郵政民営化に関する論点整理 

 
平成１６年４月２６日 

経済財政諮問会議 

 
はじめに 

 
 郵政民営化は、明治以来の大改革であり、改革の本丸である。その効果は、

財政、行政のみならず、金融、物流等の関連産業にまで及ぶ壮大・深遠な改革

である。大きな困難を伴うが、郵政に手をつけずして官業の改革はない。「民間

にできることは民間に」との方針の下、「官から民へ」の転換を図り、日本経済

を活性化するためには、郵政民営化は避けて通れない改革である。諸外国の経

験等に学びつつ、改革を成し遂げなければならない。 

 
郵政民営化については、昨年１０月以来、経済財政諮問会議において、特に

郵政公社の機能の面に焦点を当てて検討を加えてきた。これまでの検討内容は

概要以下のように整理される。 

 
今後は、本論点整理を受け、国民との対話等を通じて幅広い意見を集約しつ

つ、五原則に則って民営化後の具体的なビジネスモデルや組織のあり方等につ

いて検討を加え、本年秋頃を目途に最終報告をまとめる。 

 
民営化の意義 

 
・ 郵政公社は、窓口ネットワーク、郵便事業、郵便貯金、簡易保険という４つ

の重要な機能を担う存在であり、民営化を通じてそれぞれが市場で自立でき

るようにすることを通じて、 
- 事業間の適切なリスク遮断を行いつつ、それぞれの機能が十分に発揮さ

れることによって、良質で多様なサービスが安い料金で提供できるよう

になり、国民の利便性を最大限に向上させる 
- 郵政公社に対する「見えない国民負担」を最小化する。現在免除されて

いる預金保険料等を支払い民間同様の事業を行うことによって、効率化

が促進され、税金を払える存在になる 
- 特殊法人等の公的部門に使っていた資金を縮小させ、国民の貯蓄を経済

活性化につなげるとともに、財政の健全化を促す 
といったメリットを実現するべきではないか 

 
・ 民営化によって、民間企業とのイコールフッティングを確保するとともに、

並行して経営の自由度を高め、既存の事業や組織の効率化と成長事業への進

出の双方を積極的に進めることにより、収益力を高めていくべきではないか 

 



４つの機能の目指すべき方向 

 
〔窓口ネットワーク〕 

 
・ 幅広いサービスの提供の拠点としてすべての国民が利用可能な状態を維持

しつつ、窓口ネットワークの効率化を進めるべきではないか 
 
・ 民営化後も引き続き、郵便・郵貯・簡保のそれぞれのサービス提供の窓口と

しての役目を果たすべきではないか 

 
・ 国民の利便性のためにも、事業展開の自由度を最大限に高めて、多様な事業

形態の導入や、窓口で提供するサービスの多様化を進めるべきではないか 
 
・ 多様なサービスを扱えるようにするためにも、窓口ネットワークのガバナン

スを強化し、情報やリスクの管理を強化すべきではないか 

 
〔郵便事業〕 

 
・ 既存の郵便事業には効率化の余地が存在することから、最大限の効率化が必

要ではないか 

 
・ 郵便のみならず物流にも進出して、郵便・物流事業を総合的に手がけるよう

になるべきではないか 

 
・ 世界に通用する総合的な郵便・物流事業への成長を目指し、アジアの物流市

場等の国内外の成長市場に戦略的に進出するべきではないか 

 
〔郵便貯金・簡易保険〕 

 
・ 民営化を通じて、郵政公社の金融分野における経験・能力を踏まえつつ、利

用者のニーズに十分応えることのできるビジネスモデルの確立を目指すべ

きではないか 

 
・ 民営化後の郵便貯金・簡易保険のビジネスモデルの検討に際しては、事業展

開の自由度とイコールフッティングの度合いは表裏一体であることを踏ま

えつつ、以下の点に十分に配慮し、郵政公社の有する膨大な資金が民間金融

システムに円滑に統合されるようにすべきではないか 
- 規制改革等の金融改革の進展との整合性の確保 
- 地域・社会への貢献と金融機関との競争・共存のバランス 

 
 



・ 郵便貯金・簡易保険の民営化が財政構造改革を妨げることのないよう、以下

の点に十分に配慮するべきではないか 
- 財投改革、政府系金融機関や特殊法人等の改革との整合性 
- 国債の安定消化への貢献 

 
・ 民営化前の預金・保険については、民営化前と同等の水準の保証を継続する

とともに、適切に運営すべきではないか。一方、民営化後の新規の預金・保

険に対する保証については、民間と同等の扱いとし、適切に運営すべきでは

ないか 

 
民営化のあり方 

 
・ ２００７年に民営化を実施する。ただし、民営化に伴う資金量の大幅な変動

の可能性や、今後１０年で相当数の職員が定年退職すると見込まれるととも

に、マクロ経済や財政の状況の改善が見込まれること等を踏まえると、最終

的な民営化の姿を実現するまでには移行期間（５－１０年程度か）を設ける

べきではないか。また、移行期間においては、最終的な民営化の姿の実現に

向けて出来ることは一挙に実施するとともに、定期的に民営化の進捗状況を

レビューすべきではないか 

 
・ ２００７年の民営化までの期間を準備期間と位置づけ、この期間の重要性に

鑑み、郵政公社と政府の双方が、この期間から民営化を視野に入れた戦略的

な取り組みを始めるべきではないか 

 
・ 準備期間、移行期間、最終的な民営化の姿を実現する時といった段階に応じ、

経営の自由度やイコールフッティングの度合い、国の関与のあり方等を考え

ていくべきではないか。また、そうした段階を通じて、民営化の進捗や関連

する制度の改正等を全体として適切に管理することにより、現在郵政公社が

抱える困難な課題に適切に対処するとともに、金融市場等の関連する民間市

場や財政制度等に混乱を生じさせないようにするべきではないか 
 
・ 提携、買収等も含め民間企業の経営資源やノウハウを積極的に取り込むこと

等を通じ、収益力のあるビジネスモデルを構築すべきではないか 

 
・ 郵政公社の職員の雇用に支障を来たさないようにするためにも、安定した経

営を可能にすることが必要ではないか。また、民営化に際しては、職員のモ

ラールと労使関係の安定に配慮すべきではないか 

 
・ ユニバーサルサービスについては、定義やイコールフッティングとの関係を

含め引き続き検討し、必要とされるサービスについては、その提供が可能と

なる枠組みを確立すべきではないか 



竹中内閣府特命担当大臣（金融、経済財政政策）記者会見要旨 

（平成16年４月26日（月) 19：40～19:54 ２２０会議室） 

 

１．発言要旨 

 それでは、先程、今年９回目の経済財政諮問会議を終えましたので、その概要を御報告

申し上げます。 

 今日の諮問会議では、まず郵政民営化の論点整理の取りまとめを行いました。その後で、

骨太２００４年度版の取りまとめに向けての議論を開始いたしました。 

 まず、郵政民営化に関する論点整理でありますけれども、お手元に資料を配っていると

おりでございます。基本的には、前回、私の方から案を出させていただきまして、御議論

いただきました。若干の修正を行っているものでございます。 

 変更点だけ申し上げますと、主に変わっておりますのは１ページ目の下から８行目近く

だと思いますけれども、「郵政公社に対する『見えない国民負担を最小化する』」の後で

す。「現在免除されている預金保険料等を支払い民間同様の事業を行うことによって、効

率化が促進され、税金を払える存在になる」としています。表現をクリアにしたというこ

とでございます。 

 次のページの一番下の行でありますけれども、「地域・社会への貢献と金融機関との競

争・共存のバランス」としています。前回の議論を踏まえての修正であります。 

 ３枚目の紙の上から２つ目のポツでありますけれども、「民営化前の預金・保険につい

ては、民営化前と同等の水準の保証を継続するとともに、適切に運営すべきではないか。

一方、民営化後の新規の預金・保険に対する保証については、民間と同等の扱いとし、適

切に運営すべきでないか」と、表現を若干変えております。両方とも「適切に運営すべき

ではないか」というのを付け足しているということであります。 

 それと、一番最後でありますけれども、ユニバーサルサービスについてであります。

「ユニバーサルサービスについては、定義やイコールフッティングとの関係を含め引き続

き検討し、必要とされるサービスについては、その提供が可能となる枠組みを確立すべき

ではないか」としております。この点に関しては、前回からの議論を踏まえた若干の修正

を行っております。 

 その上で、本日、郵政民営化に関する論点整理として、経済財政諮問会議としてこれを

取りまとめました。 

 この郵政民営化に関連して若干申し上げておきますと、本日準備室ができておりますけ

れども、その中での郵政民営化に関する有識者会議につきまして、メンバーをお手元にお

配りしていると思います。これまで内閣府と総務省の間の連絡協議会がありましたけれど

も、その連絡協議会のメンバーでいらっしゃいました、翁さん、奥山さん、宮脇さん、吉

野さんにこの有識者会議にそのままお入りをいただく。加えて、流通の専門家ということ

で東京大学の伊藤元重さんにお入りいただく。それと、世界の郵政民営化についての知見

をお持ちだということで、マッキンゼーの宇田さんという専門家にもお入りをいただく。

当面これで有識者会議をスタートさせたいというふうに思っております。 

 なお、本日、この論点整理を取りまとめたのを受けまして、「郵政民営化地方懇談会」

というのをこれから開催したいと思っています。当面は、５月から６月にかけて、これは



国会日程もありますので、３ないし４回地方に出かけまして、地元の方々とこの郵政の論

点整理の紹介を行って、地域の皆さんの御意見を伺う、そのような会議を開きたいと思っ

ています。 

 一応、麻生大臣と私が参るつもりでありますけれども、ほかの民間の有識者の方々に若

干お入りいただく。諮問会議のメンバーにもお入りいただく等々のことを行いたいと思っ

ております。また、準備室長であります渡辺さんにも御参加をいただきたいと思っており

ます。具体的な日程、どのような形で行うか等々につきましては、改めてまた御報告をさ

せていただきます。 

 

（略） 

 

 

２．質疑応答 

 

（略） 

 

（問）それと１点、これからの進め方の確認なんですけれども、夏の参院選の前に改めて

諮問会議でこの郵政について議論されるということはあり得るのでしょうか。 

（答）今後の進め方につきましては、また皆さんと御相談しなければいけませんですけれ

ども、基本的には今回の論点整理で、正に詰めなければいけない問題点というのがかなり

明確になっているというふうに思いますので、こうした点について、それぞれの関係の皆

さんからヒアリングをまず行うということが重要なプロセスになると思います。その上で、

どのような議論を行うかということは、決めていきたいと思います。 

 

（以    上） 


